
母子及び父子並びに寡婦福祉法（関連条文抜粋） 

(定義) 

第六条  

６ この法律において「母子・父子福祉団体」とは、配偶者のない者で現に児童を扶養し

ているもの（配偶者のない女子であって民法第八百七十七条の規定により現に児童を

扶養しているもの（以下「配偶者のない女子で現に児童を扶養しているもの」とい

う。）又は配偶者のない男子であって同条の規定により現に児童を扶養しているもの

（以下「配偶者のない男子で現に児童を扶養しているもの」という。）をいう。第八

条第二項において同じ。）の福祉又はこれに併せて寡婦の福祉を増進することを主た

る目的とする次の各号に掲げる法人であって当該各号に定めるその役員の過半数が配

偶者のない女子又は配偶者のない男子であるものをいう。 

 

一 社会福祉法人 理事 

二 前号に掲げるもののほか、営利を目的としない法人であって厚生労働省令で定め

るもの 厚生労働省令で定める役員 

 

（売店等の設置の許可） 

第二十五条 

国又は地方公共団体の設置した事務所その他の公共的施設の管理者は、配偶者のない女子 

で現に児童を扶養しているもの又は母子・父子福祉団体からの申請があつたときは、その 

公共的施設内において、新聞、雑誌、たばこ、事務用品、食料品その他の物品を販売し、 

又は理容業、美容業等の業務を行うために、売店又は理容所、美容所等の施設を設置する 

ことを許すように努めなければならない。 

 

２ 前項の規定により売店その他の施設を設置することを許された者は、病気その他正当

な理由がある場合のほかは、自らその業務に従事し、又は当該母子・父子福祉団体が

使用する配偶者のない女子で現に児童を扶養しているものをその業務に従事させなけ

ればならない。 

 

３ 都道府県知事は、第一項に規定する売店その他の施設の設置及びその運営を円滑にす

るため、当該都道府県の区域内の公共的施設の管理者と協議を行い、かつ、公共的施

設内における売店等の設置の可能な場所、販売物品の種類等を調査し、その結果を配

偶者のない女子で現に児童を扶養しているもの及び母子・父子福祉団体に知らせる措

置を講じなければならない。 


